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現状の問題点と実装の必要性の認識現状の問題点と実装の必要性の認識

地域連携システム（EHR）に求められる要件地域連携システム（EHR）に求められる要件

広域連携の意義と有用性広域連携の意義と有用性

EHR実装推進の要件・体制：指針の策定、支援策の提示EHR実装推進の要件・体制：指針の策定、支援策の提示

個人情報参照（PHR）の意義と可能性個人情報参照（PHR）の意義と可能性
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 “事後”への対応に終始：予防的・早期介入を実践しにくい現実
◦ 具合が悪くなってからのサービス提供

 診療報酬・介護報酬体系

 予防・早期介入への理解と資源確保がまったく不十分

◦ 健康診断：要精査と判定された者の受診率が低い、把握されていない

◦ 入院中の指導・リハビリが退院後に継続されない：要介護度の悪化、再入院を抑止できない

 業務過剰による離職と都市部集中、増える情報を共有する暇がない

◦ 医療の高度化と高度医療への要求、過剰な安全管理対策、高齢者の急増、事務業務の持続的増加、
組織内外会議の増加、研修要求 ・・・

◦ 業務量に見合う資源を確保できない組織は存続できない；とくに地方

 多くの業務を兼任→責任負担の増加→離職・人材確保困難→悪循環→運営継続困難→破綻

 機能分担による分断：協働から遠ざかる現状
◦ 専門特化の先鋭化：ヒトの心理（危機・負担の回避）と相乗

 「内科医」がいなくなった：専門医を集めないと機能できない、集まらない病院では専門医は働けない

 随所に専任・資格が求められる：各種診療報酬加算、安全管理など：体制が揃わない病院に人は来ない

◦ 都市部大病院の施設完結型指向：ムダな競争原理、都市部の職員需要の増大、むしろ機能の重複

◦ 地方では分担するための提供体制が減少：診療所・病院がなくなる→残った病院も破綻する

 旧態依然とした組織運営
◦ 収益一辺倒、組織完結の経営モデル

◦ 多施設・他職種連携の重要性を謳うものの、行政など第3者に依存・転嫁する

2016/10/19 3



 介護サービスを受けているほとんどが医療を受けている患者

 行政・医療・介護・福祉すべては住民の生活の維持が目的

 住民の時間軸に行政・医療・介護・福祉が関わっているのであり、提供側の
時間軸ではないはず

 住民情報の容易な共有を前提に、都度必要なサービスを他のサービスと協
働しながら提供するべき

 協働には“交わった”機能分担が必要、分断された機能分担では｢後は任せ
た」にしかならず、協働機能から遠ざかる

 分断されない機能分担は競争力・収益の確保にも有効

 予防的・早期介入は、効率・効果に十分期待でき、総業務量削減、費用圧縮、
従事者の達成感向上をもたらし得るが、介入機会を増やす必要がある

 協働をコントロールするのは誰か？が最大の課題

◦ 住民自体が各サービスを理解し、自分に関わる提供者をコントロールしていくのが理想
だが・・

◦ 行政？ 中核病院？ 医師会？ ケアマネ？ 主治医？
地域医療支援センター？ 中央包括支援センター？ 在宅診療支援センター？
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訪問看護サテライト

歯科連携室

ケアマネージャ

地域行政

イベント発生

一次医療担当機関
各地域病院・診療所

二次医療担当病院 高次医療担当病院

各地域病院

二次医療担当病院

診療所

二次医療担当病院

介護事業者

福祉事業者

歯科診療所地域連携調整室

訪問看護センター

包括支援センター

在宅診療支援
センター

主治医

医療機関

地域連携センター

【地域のCommander】
機能的につながっていれば、
同一施設内でなくともよい
ただし、権限の明示が必要

実現しやすいのは小～中規模地域
→ 実現例を参考に大規模地域への適用を検討

相互参照可能な情報共有
基盤とコミュニケーション環
境が必須かつ前提

機能上の体制として構成し、
行政、各施設・団体の運営
形態・雇用形態は従来を踏
襲する：導入・構築しやすい
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病院・診療所通院

歯科診療所通院

健康診断

介護サービス

本人・家族・知人

健診異常
症状の早期認識

ADL・iADL低下の早期認識

健康維持意識への啓発・教育

早期診断・治療
重症化の回避
生活能力の維持

業務負担軽減
費用増加抑制

気づく機会を増やすことが重要
• 気づく場所はそれなりにある

• 互いに補完し、次へ容易につ
なげられる環境があれば、
気づく機会を増やし、
介入開始を早められる

重症化してしまうと
• 多くの資源が必要となる

• 努力に対する効果が期待でき
なくなる

• 生活能力の大幅な低下では
ゴールが見えない泥沼に陥る

病院・診療所受診・紹介

歯科診療所受診・紹介

介護認定、介護介入
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 地域網羅性
◦ 対象地域の住民全員が情報共有同意対象

◦ 地域のすべての医療・介護・福祉施設が情報を提供・参照

 継続性
◦ 運用体制の確立

◦ 継続性は機能に優先する：必要な機能を協議できる体制

◦ 人手がかからない仕組み：自動化

◦ 財源の確保

 協働ツールとの位置づけ
◦ 関係者間で十分なコミュニケーションがとれる：ただし、機能＜機会

◦ 必要な人が必要な情報を取得できる権限設定

 データの二次利用対応：EHRの重要な価値
◦ 集計・解析環境がある、または第3者に委託できる条件が整っている

◦ 第3者へデータまたは解析結果を提供できる条件が整っている

 広域連携対応
◦ 地域連携システム間接続により、相互参照が可能
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従来型電子カルテ連携システム医科診療所

レセコン

X線機器

内視鏡機器

収集端末

歯科診療所

レセコン

X線機器

収集端末

病院

医事会計

画像管理機器

検査システム

収集端末

調剤薬局

薬局システム 収集端末

外注検査業者

検査システム 収集端末

健診受託業者

健診システム 収集端末

電子カルテ病院

電子カルテ

医事会計

画像管理機器

検査システム

収集端末

SS-MIX2 
Gateway

データセンター
（Repository）

介護施設

収集端末介護システム

Registry

電子カルテ病院

SS-MIX2
Gateway 電子カルテ

電子カルテ病院

SS-MIX2
Gateway 電子カルテ

電子カルテ連
携システムとの
共存

施設側にリポジトリを置くと24時間稼働が必要→クラウド型が実装しやすい

地域クラウド型では
• XDS実装コスト大？

• データセンター参照が低
コストかつ十分？

部門システムから
の情報収集はSS-
MIX2標準ストレー

ジでは対応できな
いことが多い
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 地域内では完結できない医療・介護・福祉提供
◦ 他地域への紹介、他地域からの逆紹介

◦ 引越など居住地の変更、業務・旅行など居住地以外でのイベント発生

◦ 他地域との境界領域に居住する住民への対応；中核病院は地域の中央に位置すると
は限らない

 蓄積されるデータの二次利用：民間の参加が重要
◦ 医療・介護・福祉行政計画のエビデンスと実践後評価

◦ 医薬品・医療機器の効果・副作用情報の高精度な収集

◦ 医薬品・医療機器・介護機器等の開発・改良の根拠

◦ 資源を割くべき疾病・病態・要支援状態の実態把握

◦ 難病、支援困難な生活状態の実態把握と対応策検討

◦ 地域格差：不足・過剰の実態把握と対応策検討

◦ 資源（ヒト、薬剤、機材）の動的配置の検討

◦ 公費を投入・投資すべき領域の抽出：連携システム導入の根拠へ

 EHRの意義・価値の拡大

◦ 広域であるほど提供体制と国民への利便性は向上するが、これに対する費用対効果の
評価は困難

◦ データの二次利用からは広域ほど価値は高くなり、導入費用を上回る効果を得られる
可能性が高い
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 機能する協議体を確立するための指針：有効な協議体は導入・運用の必須条件
◦ 他職種による構成、意志決定プロセスと権限が明確

◦ 現場と構築ベンダー・保守業者との調整機能

 標準規格の策定：コスト軽減、短期間での導入、広域展開
◦ EHR標準システム仕様

 電子カルテを前提としない情報収集方法：情報源機器からのデータ出力様式、データ格納方法

 名寄せ方法、格納データ参照方法

 機能拡張性を持つ構成

 開発費・保守費用の軽減

 資源を機能付加による製品差別化に向けられる余裕

◦ システム間接続規格（既存システムとの接続方法含む）：広域連携への発展

◦ 個人同意基準

 個人情報取扱い規約ひな型、個人同意取得指針（個人デバイスによるオンライン申込含む）

 データ二次利用指針：EHR導入の根幹的意義の一つ
◦ データ解析環境の組み込み標準化、または第3者への委託を可能とする条件整備

◦ データまたは解析結果を第3者に提供できる範囲・条件の整備

 財源確保
◦ 公費による導入支援を行いやすくする：工期・コストの軽減

◦ 地域自治体（社会インフラとして）＋参加施設の利用料（当事者として）＋住民負担（受益者として）

 住民負担はEHRシステム参加を施設基準とした診療報酬・介護報酬への転嫁が現実的
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患者ID相互参照
マネージャ

患者IDソース

Document
Registry

Document
Repository

データセンター

開始GW

応答GW

参加施設

事務局

医療・介護
機器

オンプレミスの
Document Repository

患者登録（手動）

同意患者確認
（自動）

収集端末

自動収集

同意書

電子カルテ

SS-MIX2 GW 収集端末

各患者IDの登録と
システムIDとのマッピング

電子カルテ

SS-MIX2 GW

同意患者リスト

患者登録（手動）

同意患者確認
（自動）

リストにあるが患者IDが
登録されていないとき：

患者登録（自動）

Registory登録時に同意患
者かをリクエストする

同意患者リスト

参加施設

同意患者リスト

他地域への
問い合わせ
他地域への
問い合わせ

他地域から
問い合わせ
他地域から
問い合わせ

従来型電子カルテ連携システムを想定

IHE:XDSをベースに構築
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PIX/PDQベース＋
自動マッピング機能

オンライン同意
はできないか？



患者ID相互

ジャ

患者ID相互

参照マネー
ジャ

患者IDソース

Document
Registry

Document
Repository

データセンター

開始
GW

応答
GW

患者ID相互

ジャ

患者ID相互

参照マネー
ジャ

患者IDソース

Document
Registry

Document
Repository

データセンター

開始
GW

応答
GW

患者ID相互

ジャ

患者ID相互

参照マネー
ジャ

患者IDソース

Document
Registry

Document
Repository

データセンター

開始
GW

応答
GW

問い合わせ
キャッシュ
（代理応答）

問い合わせ
キャッシュ
（代理応答）

問い合わせ
キャッシュ
（代理応答）

都道府県レベルの
問い合わせ対応
（都道府県で運用）

都道府県間の
問い合わせ対応

（国で運用）

 問合せ応答データの様式は標準化されていることが必要

 地域内Data Repository格納データ様式の違いは応答Gatewayで標
準仕様に変換して対応

 広域連携仕様、キャッシュシステムは整備しておく必要があるが、地域
EHRは予算に応じて順次構築し、更新していく
→ 構築地域の順序・範囲は問わず、“できるところから”で対応可能

IHE:XCAをベースに構築
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システム間接続機能の運営主体
を決めておくこと

接続規格で出力・応答が
できれば内部の構成は
問わない
→ 既存システムの活用



 必要情報・研修機会の提供：地域の中心となる担当者・団体向け
◦ 標準規格・指針の説明

◦ 導入・運用の実績例、ノウハウ、アドバイザー・コンサルタント利用

◦ 運営主体設立のアイデア、法人化手続き

◦ 財源確保手段の提示

 アドバイザー・コンサルタント養成
◦ 上記研修内容に対応できることを条件とした養成制度策定

◦ 制度に基づき、民間に養成環境を委ねる

◦ 養成修了者・団体に「認定」を発行して登録、公開

 開発技術の蓄積と利用
◦ パッケージ・ソフトウェアモジュール・プラットフォームの登録と公開（一覧、機能概要）

◦ 導入事例（体制、機能、運用など）を登録、公開

 講演会・説明会の開催
◦ 標準規格、各種指針の説明

◦ 導入事例、構築ベンダーの紹介

 これまでの内容を実践する公的組織の設立を；法人化組織が現実的
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 PHR：国民が自身の医療・健康情報を参照できるシステム

◦ お薬手帳、検査結果ファイル、健康診断結果ファイル、利用介護サービス、母子手帳、
血圧手帳などが一つにまとめられているイメージ

◦ 医療・介護サービスの早期介入機会を国民自身が作る：本来の目的

 自身による参照以外の効果
◦ 自身の情報を医療機関・介護サービス提供事業者に提示する

 EHRシステムがない地域、EHR間接続がなされていない地域でとくに有用

◦ 自身の情報を別居している家族が参照する

 実装方法：EHRシステムへのアドオン機能
◦ 構築・運用費用を抑えられる

◦ EHRデータの参照が容易

◦ EHRシステムの広域接続により、PHR情報も広域から取得可能

◦ EHR以外の情報を参照する仕組みが別途必要：民間サービスもあり

 本来機能以外の効果
◦ iOS・Android 向けクライアントアプリケーション：付加機能による差別化など、民間ビジ

ネスへの展開

◦ EHR同意への動機付け：EHRへのオンライン同意機能が望ましい

 同意住民の増加によるEHRシステムの意義・価値が向上
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PHR Controller

PHRサービス

PHR
Viewer

患者ID相互参
照マネージャ

患者IDソース

Document
Registry

Document
Repository

EHRシステム

開始
GW

応答
GW

PHR向け
Gateway 他地域への

問い合わせ
他地域への
問い合わせ

他地域から
問い合わせ
他地域から
問い合わせ

データソース
A

Gateway

データサービスA

データソース
B

Gateway

データサービスB

EHR/PHR基本サービス

民間PHR付加サービス
• 基本サービスにない情報取得
• グラフ化などの情報加工

広域データサービス
民間データサービス

標
準
接
続
規
格

標準出力規格

EHR/PHR同意
Agent

他
地
域
Ｅ
Ｈ
Ｒ
・広
域
Ｅ
Ｈ
Ｒ

標準同意情報規格

データ提供の流れを記載
データ要求の流れは未記載 2016/10/19 15

PHRサービス自体
はデータを持たない


